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■島根県の東部に位置し、松江市に次ぐ県内第２の都市

■人口 174,624人、61,483世帯（平成 26年 7月 31日現在）

■面積 642.13平方キロメートル

■市制施行 平成 17年（2005）3月 22日
・旧出雲市、平田市、大社町、湖陵町、多伎町、佐田町の 2市 4町が新設合併 

・平成 23年（2011）10月 1日に隣接する斐川町を編入合併 

〔市の特徴〕 

■豊かな自然と歴史・文化遺産
  出雲大社、荒神谷遺跡、特別天然記念物トキの分散飼育地 

■高い農業生産力と山陰有数の工業拠点
農業産出額・工業製造品出荷額 県内第１位 出雲市 

出雲市の概要 
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市民が主役の 

まちづくり 

地域特性が光る 

まちづくり 
自立する 

まちづくり 

●情報公開と広報広聴機能の充実により

公平性・透明性を高めます。

●市民が政策決定に参画することができ

る開かれたまちづくりを進めます。

●市民と行政がそれぞれの役割と責任の

もと協働のまちづくりを進めます。

●地域の伝統文化や産業、地域活動を

継承・発展させ、地域の特性と魅力

が輝くまちづくりを進めます。

●新たな市の一体感の醸成を図り、市

の総合力を高め、次の世代に引き継

ぎます。

●地方分権・地域主権時代に対応した

自主・自立する自治体づくりをめざ

すため、一層の行財政改革に取り組

みます。

●市民と行政が一体となり効率的か

つ長期的に安定した行財政運営に

努めます。

市政運営の基本理念 
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開かれた市政をめざした『住民参加型システムの構築』 

〔広聴機能の充実〕 

○市長ポスト

（H21:320 件、H22:299 件、H23:416 件、H24:371 件、H25:240 件） 

○市長面会日（毎月１回）

○まちづくり懇談会 など

〔徹底した情報公開・透明性の確保〕 

○市の財政状況の公表、予算編成過程の公開

○出資団体や公共施設の運営状況の公表

○外部監査制度の導入 など

〔市民が主役のまちづくり〕 

○自治基本条例の制定（常設型の住民投票制度創設）の検討 など

開かれた市政、透明性の確保に向けた取組 
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住 民 議  会 
選挙 

＜執行機関＞ 

市 長 

 会計管理者  
各部局 会計課 

委員会 

○市長面会日

○市長ポスト

選挙 
○予算・決算の

要領の公表

○予算編成過程

の公開 

○住民訴訟

の提起

事務局 

監査委員 

監査委員事務局 

○財務監査

○行政監査

○決算審査 等

○監査結果報告の公表

○措置状況の公表

○事務監査請求

○住民監査請求 ○報告
○検査

○調査

○議決

○決算の認定

○支出負担行為書の作成等

等

○支出負担行為の確認等

外部監査人 
○包括外部監査

○個別外部監査

＜附属機関＞ 

行財政改革審議会 
（事務事業の評価・検証） 

※平成 22 年度～23 年度に 

ゼロベース評価委員会（市民

参加による事業仕分け的要素

を含む評価）を設置 

選任 

契約 

出雲市のガバナンス体制 
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包括外部監査の導入経過

（１）監査委員監査の体制と課題 

〔体制〕 

監査機能の充実強化を図る観点から、平成１９年６月以降、２人体制から３人体制へ 

（有識者２名及び議会選出１名） 

〔課題〕 

・例月出納検査、決算審査、財務監査、行政監査等の多様な監査形態を担っており、監査の深度が 

浅くなる傾向がある。 

・議員選出の監査委員の専門性の確保 

・事務局職員の独立性・専門性が不十分（市長部局からの出向職員である。） 

（２）外部監査制度の導入 
  〔目的〕 

・合併後の新市における監査機能の充実と強化 

・市政の透明性の向上 

・監査機能の独立性、専門性の一層の充実 

・地方分権に対応した行政体制の整備と適正な予算執行の確保 

・監査委員監査の補完 

  〔条例〕「出雲市外部監査契約に基づく監査に関する条例」の制定（平成２３年４月１日施行） 

・包括外部監査を平成２３年度から毎年度実施 

・個別外部監査についても同条例に規定しているが実績なし 
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平成23年度 

外 部 監 査 人 弁護士（補助者は弁護士、公認会計士及び税理士各１名） 

監 査 テ ー マ 補助金について 

監 査 費 用 ７，０００千円 

主 な 成 果 

○補助金交付要綱全般を見直し、補助目的、対象経費、補助率等を明確

化 

○すべての補助金に終期（原則３年）を設定

○効果の検証と見直しサイクルの構築

平成24年度 

外 部 監 査 人 弁護士（補助者は弁護士、公認会計士及び税理士各１名） 

監 査 テ ー マ 外郭団体等（市出資団体及び財政援助団体） 

監 査 費 用 ７，０００千円 

主 な 成 果 

○市と出資団体等との関わり方を整理するとともに、各団体の事業及び

財務運営が適正に行われるよう指導 

○市の関与の必要性が低いと判断した団体について必要な手続きを踏ん

だうえで順次民営化 

○原則、市長は外郭団体の役員（代表者）に就任しない方針を定めた

○出資団体等の経営状況及び市職員の再就職状況等を毎年公表

包括外部監査の実績１
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平成25年度 

外 部 監 査 人 税理士（補助者は税理士２名） 

監 査 テ ー マ 指定管理者制度の運用状況及び導入施設の管理運営状況について 

監 査 費 用 ７，０００千円 

主 な 成 果 

○指定管理者制度導入の基本的な考え方・制度運用にあたっての具体的

な事務手続等を定めた運用指針を策定 

○指定管理者候補者を非公募により選定する場合、指定管理者候補者選

定委員会での意見聴取を実施 

○基本協定で定めるべき内容を整理し見直しを実施

○指定管理料の積算方法の改善

平成26年度 

外 部 監 査 人 税理士（補助者は税理士２名） 

監 査 テ ー マ 病院事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業管理について 

監 査 費 用 ７，２００千円 

主 な 成 果 ※監査実施中 

包括外部監査の実績２
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（１）評価 （２）課題 

○外部の専門的な視点での指摘

や意見

○テーマを絞り、より深い調査と

検証が可能

○前例踏襲で実施してきた事務

事業の事務改善・適正な予算執

行に有益（行財政改革）

○市政運営の透明性の向上

○職員の意識改革

○監査委員監査の補完

○毎会計年度における実施義務

○監査経費と執行機関側の労力

○監査手法等の基準が不存在

○監査委員監査との役割分担

○外部監査人となりうる人材の

確保 

○外部監査人の専門性の確保

包括外部監査導入の評価と課題
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（１）監査制度 

○包括外部監査における毎会計年度の実施義務の見直し

○監査委員監査における議会選出委員のあり方

○監査委員監査における独立性・専門性の確保

○監査委員監査と外部監査の機能が不明確であり新たな監査制度の

整備等の検討が必要（住民監査請求制度等含む） 

（２）地方自治体のガバナンス 

○地方自治体の常設型住民投票制度の法制化

今後の検討課題
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